モバイル学習としてのiTunesUとSecond Lifeの可能性 by 菊地 俊一
モバイル学習としての
iTunesU と Second Life の可能性
菊 地 俊 一
はじめに
Time誌が２００６年の Person of the Yearとして異例の You（あなた自身）を
選んだ。MySpace、Facebook、YouTube、Wikipedia、Blogに代表されるソー
シャル・ネットワーキング・サービスが爆発的に普及し、それに伴う大衆
参加型コミュニティが形成されるにつれ、一般市民である「あなた自身」
が主役になったからである。こうした大衆参加型コミュニティを可能にし
たのがWeb2.0と呼ばれる技術革新であり、これまで１対１でいわば単線上
で平面的に行われていたコミュニケーションが、複数対複数でしかも３次
元的に行えるようになり、その結果としてモバイル学習の活性化をもたら
した。学術出版社大手の Thomson Learningがアメリカの大学で教える教職
経験１０年以上の教師６７７人を対象に行った調査１でも、３５％が Podcastingの
教育的価値を認め、５０％が仮想空間の活用が学生の学習形態に影響を及ぼ
すとみている。
本稿では、２００１年の e‐Japan戦略以降の日本の動向と現状を概観し、海外
の主要国における ICT活用にも言及したい。また、モバイル学習として今
後注目されると思われる iTunesUと Second Lifeを取り上げ、そうしたモバ
イル学習の台頭のなかで求められてくる教師の役割と教材の質の保証につ
いても考えてみたい。
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［１］ 国内外の ICT活用の動向と現状
［１‐１］ 日本の初等・中等教育機関
２００１年の e-Japan戦略により国策として本格的に動き出した日本の ICT
戦略は、e-Japan戦略Ⅱを経て現在は２００６年に打ち出されたIT新改革戦略の
路線上にある。戦略開始直後、１３．３人だったコンピュータ１台当りの児童
生徒数が現在では７．３人となり、校内LAN整備率は８．３％から５６．２％へと大
幅に伸び、超高速インターネット接続率が５５．５％、教員の校務用コン
ピュータの整備率は４３％にまで達している。しかしこれらの数値は２０１０年
までの達成目標の半分でしかない。
運用面においても驚くべき実態が示されている。富山大学の山西潤一氏
らが２００６年１２月から２００７年１月にかけて全国の小、中、高等学校と教育委
員会に対し実施した調査２で、小学校の４６％、中学校の５８％が ICTを活用し
た資料提示をするのは「年に１回」か「まったくなし」という状況であっ
た。ICTを活用したプレゼンテーションを子どもにさせる頻度は小学校の
６４％、中学校の７０％が「年に１回」か「まったくなし」という実態である
ことも浮き彫りになった。「普通教室においてどのような場面で ICTを活
用すればよいかがわからない」と回答した教師が小・中学校で５０．２％、高
等学校では５６．７％もいることは、各都道府県または市町村における教育委
員会の指導責任が問われる。
また、「パソコン教室」という名称の教室であっても５．６％の教室ではイ
ンターネットに接続したパソコンを設置しておらず、普通教室の半数しか
インターネットが利用できないのもユビキタス社会の実現をめざすわが国
としては改善が求められる。筆者は教育実習生の授業参観で中学校を訪問
する機会があるが、「今授業でまさに話題になっている事柄を、この場で
インターネットで検索して、より詳細な映像なり情報を提示できたなら、
どんなにか子どもたちの目が輝くだろうか」と感ずることがよくある。わ
ざわざ「パソコン教室」に移動して調べものをするのではなく、調べてみ
たいという意欲がわいたそのときに、すぐに普通教室でもパソコンを活用
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できるような環境を構築する必要がある。
IT新改革戦略において「情報システム担当外部専門家（学校 CIO）の設
置」が示されているにもかかわらず、実際の配置は進まず、今後の配置計
画もほとんどないことが山西氏らの調査で指摘されている。また、小学校
の現行学習指導要領で「各教科等の指導に当っては、児童がコンピュータ
や情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親しみ、適切に活用する学
習活動を充実すること」という記述があるにもかかわらず、その通りに実
践されていないことも指摘されている。日本の初等・中等教育機関におけ
る ICTの利活用の実態には憂うべきものがある。
［１‐２］ 日本の高等教育機関
メディア教育開発センタ （ーNIME）は全国の大学、短期大学、高等専門
学校に対し２００６年６月段階におけるイーラーニング等の ITを活用した教
育に関する調査３を行った。過去５年間のイーラーニングの導入率の伸び
を機関種別にみると、大学は２．１倍、短期大学は４．４倍、高等専門学校では
６．１倍と年々伸びてはいるがその伸び率は鈍化している。大学に目を向け
ると文科系科目の中での導入分野は外国語が２２％と最も多く、外国語科目
で実施された中の３５％は単位の認定を行っている。しかしこの単位認定は
自校内だけの閉ざされたものであり、図１（報告書 p.４０）に示されるよう
に、他機関との単位互換が極めて少ないことが問題である。
日本の大学が海外と単位の互換をする相手国はタイ、中国、韓国、マ
レーシアと、いずれもアジア地域に限られており、海外機関との単位互換
を予定している大学も含めて全体のわずか１．３％しか行われていないのが
実情である。イーラーニングの構築に関わる人材育成の学科を学部の段階
で設置した青山学院大学、あるいは熊本大学、岐阜大学の大学院修士課程
でのイーラーニングの導入、さらには２００７年４月に日本初の完全インター
ネット型大学として開校したサイバー大学、こうした近年の国内の試みは
評価できるが、海外展開にほとんど目が向けられていないところが大学の
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国際化の観点からは最大の弱点と言える。
［１‐３］ 海外の動向
諸外国のイーラーニングに関してNIMEが２００６年にまとめた調査４を参考
に、アメリカ、イギリス、韓国の動向を概説したい。
（１） アメリカ
２００７年８月に ICT活用に関する国際シンポジウムが東京で開催され、ア
メリカ教育省教育技術部門責任者の Timothy Magner氏が、今日の平均的ア
メリカ家庭では通信やメディア操作のための電子機器を２６種類所有してい
ると述べた。同氏はまた２０世紀の教育は場所に依存し、媒体も少数であっ
たが、２１世紀には場所に依存する必要がなくなり、媒体も多様になってき
ていることに触れ、その結果として流通のフラット化が生じていると指摘
した。まさに Friedman（２００６）が The World Is Flatの中で指摘した通りであ
る。
Notessと Lorenzen-Huber（２００７）によれば、６５歳以上のアメリカ人でイン
図１ 大学のイーラーニングにおける他機関との単位互換状況
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ターネットを日常的に使用している割合は２０００年に１５％であったが、２００４
年に２２％、現在は３２％、２０１０年には６５％になるだろうと予測している。ま
た同氏らによればミシガン州では州内のすべての高等学校の生徒の卒業条
件として在籍中に最低１つのイーラーニング科目を受講するように義務付
けている。
大学でのイーラーニングの受講生の数は２００２年には１６０万人であった
が、その後１９６万人、２３０万人と年々増え、２００５年には３２０万人に達してい
る。学生数１５０００人以上の大規模校の９６％が何らかのイーラーニングを導
入しているのに対し、１５００人以下の小規模校では４０％の導入率である。興
味深い結果は大学の規模による認識の違いである。図２（報告書 p.８）は
「イーラーニングの成果が対面授業よりも優れている」と回答した大学の
推移を表している。学生数１５０００人以上の大規模校での認識が最も高く
なっている。２００３年にわずか５．８％と最も認識が低かった１５００人以下の小
規模校でも２００６年には１５．２％へと高まっていることがわかる。回答者は各
大学の教務部長にあたる Chief Academic Officerである。
図２は「対面授業よりも優れている」と断言している割合であるが、「や
図２ イーラーニングの方が対面授業よりも優れていると評価する割合
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や優れている」「同じ」への回答も合算すると、学生数３０００人以上の規模
の大学では平均して７７％がイーラーニングの効果を認めている。イーラー
ニングを導入しない理由として「対面授業と比較して効果が期待できない
から」と回答する機関が日本では多いのだが、この点におけるアメリカと
の認識の大きな違いが指摘される。
（２） イギリス
行政と研究の連携を推進し、必要に応じて初等中等教育現場へ介入して
指導することができる組織があることがイギリスの強みである。そのひと
つの組織が英国教育工学通信協会（British Educational Communications and
TechnologyAgency,BECTA）である。BECTAの学習指導統括責任者のDavid
Hassell氏は前述の国際シンポジウムで次のような報告をした。
・ICTの活用によりGCSE（中等教育修了資格試験）の理科における伸びは
５万人の生徒がグレード Dから Cへ、デザイン・技術では１万人の生徒
が Dから Cへと推移。ブロードバンド導入校は翌年GCSEが４．４％向上。
・ICTの活用と１４歳（Key Stage 3）、１６歳（Key Stage 4）の GCSEの上昇は
統計的な有意差があり、欠席率の低下において著しく改善。
・ICTの活用により２００２年に GCSEの全国平均をはるかに下回っていた小
学校が、２００６年には全国平均以上に向上。
Hassell氏は ICT導入により軽減された教職員の仕事量を現金化すること
も数値化することも難しいとしながらも、ICT導入がもたらす利益の数値
化の例として、全教室を電子ボードディスプレイにすることにより授業の
補足、学習者の質問に充当できる時間が９分長くなり、出席確認や教材準
備に要していた時間がそれぞれ１２分、２７分短縮されたことを示した。同氏
は学校がいかにICTを活用しているかを表すものとしてe-maturityという言
葉を用いており、e-maturityが充実しているほど初等・中等教育機関での学
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力が伸びていることを指摘している。
イギリスの高等教育機関を１９９２年の高等教育法以前にあった伝統的大
学、同法によりポリテクニックから学位を授与する大学に昇格した新興大
学、そして高等教育カレッジと３つに分類した場合、全体的な傾向とし
て、伝統的大学では学部単位でイーラーニングの開発が行われているのに
対し、新興大学では中央組織が主導で行っていることが報告されている。
また対面授業を主体としながら、その補助としてイーラーニングを導入す
るいわゆる blended learningの形態をとっているのは伝統的大学で３０％、新
興大学では５０％であった。総じて約半数の大学でイーラーニング戦略を策
定していることは注目に値する。
（３） 韓国
インフラ整備を中心とした第１段階（１９９９‐２００１）、ICT活用の普及をめ
ざした第２段階（２００２‐２００６）を経て、現在は第３段階（２００７‐２０１３）に入っ
ている。一連の政策において司令塔となっているのが教育人的資源部と呼
ばれる部署で、２００６年７月に出された「学校革新と教育機会拡充のための
イーラーニング行動化計画」に従い、推進課題に現在取り組み中である。
サイバー系の大学に目を向けると、サイバー大学の社会的責任を高める
ため、教育省は２００６年７月に「サイバー大学制度改善推進計画」を発表
し、大学設立の法的根拠を生涯学習法から高等教育法へと変更した。これ
によりサイバー大学の設置者は学校法人に限定されることとなった。
韓国では２０００年１１月に遠隔大学が認可されたが、ソウルデジタル大学が
その第１号であった。定員２４００人は韓国最大のサイバー大学であり、１６学
科２４コース、専任教員５７人（非常勤３０８人）の構成で運営している。半期ご
とに８００人の卒業生を輩出するこの大学は２００８年には学生数１２０００人をめざ
し、２００９年には大学院設置も計画している。通学制の大学組織の中にサイ
バー大学を設置したのが慶煕サイバー大学であり、２０００年に設立された。
学生数７０００人、教員数２００人で１８学科を運営している。この他、１学年２５００
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人の４年制大学の韓国デジタル大学、１９９７年から５年間の準備期間を経て
開校した韓国サイバー大学がある。
一般の通学制大学で学内にイーラーニングの専門委員会を設置している
割合は２００５年に６１．５％となっている。首都圏にある大規模な私立大学ほど
イーラーニングを導入している傾向が強い。大学の競争力を強化させるひ
とつの手段として政府がイーラーニング政策を打ち出していると思われる
部分もあり、「大学が国際化して海外から認められるようになるにはイー
ラーニングの推進が一番」というのが政府の見解である。大学間で競争さ
せ、開発のための行財政的援助を積極的に行っている韓国の現状は、ある
意味日本よりも中央集権的な色彩が強いと言える。
［１‐４］ e-maturity を取り巻く諸問題
前述の国際シンポジウムで employabilityと ICT活用の関係が話題になっ
た。膨大な情報の中から必要なものを検索し収集し整理し、それを現在の
仕事に使用したり、次の職業選択の準備のために活用することができる能
力、端的に言えば自己管理をしながら仕事そのものを持続できる能力、そ
うした人間力が employabilityだと解釈されるが、e-maturityを実現する過程
で ICTがそうした employabilityの育成にいかに関わっていくのかを日本で
も真剣に考えるべきである。
Murray（２００５）は最近のデジタル世代の若者を Generation Yと表現し、
GenerationX、Boomers、Buildersと称されるデジタル世代でない教師がGen-
eration Yの ICT教育にあたっているため、若者からの不満があることを指
摘している。デジタル機器の活用における生徒と教師のギャップについて
boyd（２００７）、Graetz（２００６）にも同様の指摘がみられる。
Greenberg（２００４）は、モバイル学習の普及に伴い次のような疑問を大学
経営者に投げかけている。同じ科目名で何人もの教員を採用する必要があ
るのか（CD一枚ですむことだ）、general educationと称される科目は「大学
卒業」にふさわしい基礎力となる科目を本当に適切に配置しているのか
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（特に人文系の科目はピンボケになっていないか）、同じ時間、同じ空間に
学生を閉じ込めて出席を強要するのはなぜか（モバイルの時代に反してい
ないか）、キャンパス内の施設を建て増し、教員数を増やすのはなぜか（モ
バイル学習なら校舎新設は不要）、これらの疑問に日本の大学関係者も耳
を傾けるべきではなかろうか。
Duderstadt他（２００３）は、ICT活用に向けて努力をしない大学の姿勢に対
し「bricksから clicksへ」を合言葉に、赤レンガに象徴される伝統的な大学
から脱却することを呼びかけている。さらに大学への痛烈な批判として、
教師も事務当局もデジタル技術が意味するものを適切に把握しておらず、
改革の声が大学内部から発生することはほとんどまれであると指摘してい
る。研究中心の少数のエリート大学は財力があるため世間の変化や圧力か
ら防波堤を作り自衛することができるが、小規模な私立大学は隙間産業に
も目を向けて経営する必要があり、最後に残る大規模な一般大学は、環境
変化に適応できず絶滅してしまった恐竜の二の舞になるかもしれないとさ
えみている。こうした見方は日本の大学への警鐘でもある。
［２］ iTunesU の可能性
２００７年３月、モバイル学習における Podcastingの可能性に関する日本で
初めての国際シンポジウムが名古屋で開催された。筆者は m-learningは
e-learningに内包されるものとしてこれまで認識してきたが、この両者は
別々の範疇に位置づけられるべきであり、時代は Computer-Assisted Lan-
guage Learning（CALL）からMobile‐Assisted Language Learning（MALL）へ
と移行しつつあることを実感したシンポジウムであった。同時にモバイル
端末としての iPodの価値を認めることにもなり、まさに Fraser（２００７）の
提唱した e-learning + m-learning = ubiquitous learningを実証するものであっ
た。
日本で初めて iPodが発売されたのは２００１年１１月であったが、現在は第６
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世代の iPodが販売されている。音楽をダウンロードして聴くイメージが強
かった iPodが、２００５年６月のPodcastの導入により欧米を中心に教育への導
入が試みられるようになり、２００４年９月にはわずか２４件しかGoogle検索で
ヒットしなかったpodcastという単語が、２００７年１０月１日段階では２億３千
万件にまで増えた。iTunes Storeを通じて得ることができる様々なジャンル
の Podcastの中から、大学だけに焦点を絞り、大学の授業を無料で配信する
iTunesUが２００７年５月に開始され、その可能性は astronomicalと賞賛されて
いる。
［２‐１］ 日本の状況
iPodそのものに対する人気は依然として根強いものがあり、流通科学大
学が主催した２００６年度学生懸賞論文では「iPodはなぜヒットしたか」と題
する論文が入賞している。日本版iTunesUがまだ構築されていないため、各
大学が Podcastを単独で発信している状況にとどまっているのが現状であ
る。よって今後は以下に紹介するような実践を一ヶ所に集め、日本版
iTunesUを世界に発信する必要がある。
大阪女学院大学の国際英語学部では２００４年度の新入生３８０人に iPodを配
布し、翌年もまた新入生１７５人に配布している。京都府にある明治鍼灸大学
では２００５年度の新入生全員に iPod shuffleを無償配布し、サーバーに保存し
たシラバスや教育コンテンツ、ツボ学習用数え歌などをダウンロードさせ
た。２００６年４月には大学受験予備校の早稲田塾がすべての受講生に iPod
nanoを配布し、スクリプトと連動した英語のリスニング力の強化をはかっ
た。金沢星陵大学では２００７年度から新入生全員に大学ロゴマークとシリア
ルナンバーを刻印した限定モデルとして iPod nanoを無償配布している。同
大学では文字情報と音声情報を組み合わせた語学教材を提供することで学
生の家庭学習時間を延ばしたり、IT活用能力の向上によってプレゼンテー
ション能力、表現力、構成力の育成も期待している。一般家庭にまだコン
ピュータが普及していなかった１９９０年から４０００人の全学生にコンピュータ
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を無償配布していた実績のある名古屋商科大学では２００５年度の新入生から
iPod shuffleを配布し、ビジネススキルと語学力を伸ばすための iPodの活用
を探求している。
奈良先端科学技術大学院大学では、情報科学研究科の全講義を２００５年１２
月からPodcastで配信していて、講義ビデオを持ち歩くことが可能になった
ことで、受講生は場所と時間を問わず授業の復習ができるようになった。
９０分の授業は約 300 MB強のファイルになるが、今後は iPodの小さな画面
で視聴することを始めから想定した講義ビデオを制作する技術開発に意欲
的である。青山学院大学理工学部では iPodを活用したイーラーニングの実
験授業を２００６年から開始している。この背景には授業を欠席した学生をい
かにサポートしていくか、という教育的配慮と同時に社会へのアピールの
ための経営戦略も含まれていたように思われる。学生の集中力に合わせて
１５分程度に編集したコンテンツをイーラーニングの基盤システムである
LMSといかに連動させるかを今後の課題としてあげており、それはまた全
国のほとんどの大学における課題でもある。金沢大学外国語センターでは
２００６年度から外国語担当教員のためのPodcastサーバーを構築し、試験的に
運用を開始している。従来のWebベースのイーラーニングでは学習機会が
限定されてしまう現状を打開するための策としてPodcastを導入したが、こ
れまで LL教室や CALL教室で行っていた語学訓練を普通教室でも行える
ようになり、今後は活用の範囲を拡大する方向で検討している。大阪府立
大学では２００６年度から初修外国語をPodcastしていたが、従来のドイツ語、
フランス語、中国語、韓国語に英語を加え５つの言語での初級会話教材を
２００７年４月から Podcastしている。教材は旅行会話を主とし、日本語話者が
海外旅行をする設定で週１回、３０週に渡り無料配信するものである。
学術的見地から学会発表、論文掲載等で iPod効果を裏付けるものもあ
り、雨宮他（２００７）が行った単語学習システムの開発と評価では紙面で単
語学習するよりも iPodで学習した方が２週間経過後の定着率が１．５倍よい
ことが報告されている。
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学生向けサービスだけでなく、生涯学習・社会人学生をも取り込んだ経
営をしようとする大学に対し、Podcastを含んだイーラーングシステムの販
売を行う企業側の動きも活発化している。学生向け講義の定期的な配信と
そのアーカイブ化、授業を欠席した学生のための自主学習用教材の配信、
オープンカレッジの公開講義や各種講演の映像配信、大学独自コンテンツ
の開発・配信、といった業務を一手に代行する企業も出てきている。
［２‐２］ アメリカでの実践
Thecampus thatnever sleepsの標語を掲げて iTunesUを提供したアップル社
では「iTunesUはアメリカ国内の著名大学から配信されるすばらしい講
義、スピーチ、その他の学術系コンテンツ教材を誰もが簡単に利用できる
ようにするもので、教育は生涯にわたって継続されるべきものだと思って
いる」と語った。２００７年９月現在、２４大学が iTunesUに参加しているが、
アップル社はすでに２００４年にスタンフォード大学、デューク大学、オハイ
オ州立大学、ペンシルバニア州立大学、ミズーリー大学ジャーナリズム学
部から成る共同研究グループ（AppleDigitalCampus Initiative）を設立してい
た。中でもスタンフォード大学は同大学のオリジナルコンテンツを学内に
配信することに積極的で、これが iTunesUを誕生させる基となったとされ
ている５。
同大学のDavidVargas氏が「１５１カ国に１８万人いる卒業生に様々なコンテ
ンツを配布するための簡単で安価な方法として Stanford on iTunesを利用し
ている」と語っていることから、MITやハーバード大学と並び世界一流と
されるスタンフォード大学が、経営戦術のひとつとして ICT活用に活路を
見出そうとしていたとも思われる。そうした戦術が教師側からではなく、
事務当局から発せられていることが特徴的である。
MITのOCWに代表される「知のオープン化」は今や世界の潮流となりつ
つあるが、橋本諭氏は「世界最高でい続けるためには常に世界最高の研究
者と学生を集め続けなければならない。そのためには、世界最高の知はこ
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こにあるという強烈なメッセージを発し続けなければならない。知のオー
プン化をすることで大学のブランディングを行っていると理解するのが正
しい」とスタンフォード大学やMITの動向を見ている。
スタンフォード大学が Stanford on iTunesU構想に取り組んでいるのとほ
ぼ同じ２００５年当時、カリフォルニア州立大学バークレー校でもUCBerkeley
on iTunesU構想が進行していたが、その実現化において競争相手であるス
タンフォード大学に先を越されることとなった。一年遅れて２００６年４月に
スタートしたUCBerkeleyon iTunesUはわずか１０日間で３３万件のダウンロー
ドを記録し、責任者の Obadiah Greenberg氏は世界進出への手ごたえを感じ
た。校訓に Fiat Lux（Let there be light）とあるように、まさに世界中に光を
与える手段となることを確信したのである。
iPodの教育分野への進出では２００４年に新入生１６５０人に iPodを配布した
デューク大学が有名であり、それがアメリカ全土で初の試みであると思わ
れているが、Thomas（２００６）によれば２００２年にGeorgia College and State Uni-
versityが５０人の学生に配布したのが全米での初の学生配布であったとされ
ている。同氏によれば、デューク大学での初年度の配布は失敗であった。
その理由は、install first, think about the pedagogical consequences laterの姿勢で
あったからである。つまり、道具は与えたがその道具をどう使えば効果的
なのか十分に教えなかったのである。このことはデューク大学自身が初年
度を iPod First‐Year Experienceと位置づけていることからもわかる。二年目
には全員配布の方針をやめ、iPodの使用を義務付ける科目の受講生だけに
配布した。それでも該当する科目は８０科目もあった。
ウィスコンシン大学マジソン校では iTunesUにより学生に日常的な学習
習慣を身につけさせ、教師には自らの授業を評価する場の提供と捉えてい
る。ニュージャージー州で初の iTunesU大学となった New Jersey’s Science
& Technology Universityもまた学生の自主性だけでなく教師が授業に丁寧
に取り組むことを期待しており、カナダ初の iTunesU大学となったクィー
ンズ大学では世界に発信することで、優秀な学生を世界中から獲得しよう
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とする意気込みが示されている。
［３］ Second Life の可能性
iTunesUと同様に、世界中の大学が「知のオープン化」の場所としてその
可能性を探求しているのが Second Lifeである。Second Lifeとはサンフラン
シスコにあるリンデンラボ社が２００３年に提供した仮想空間のことである。
構想そのものはソフトウェア開発者の Philip Rosedale氏により１９９８年に提
案されていた。アメリカではハーバード大学、スタンフォード大学、プリ
ンストン大学、MIT等約２００校、イギリスではオックスフォード大学、ロン
ドン大学、エジンバラ大学等３４校がキャンパスを築き、British Councilも参
画している。
日本の大学では関西学院大学、大阪女学院大学の実践報告があるだけ
で、高等学校としては国内初と思われる京都学園高校の実践が報道されて
いる。大学に限らず企業の参加も活発化しており、日本国内では現在８７社
が参加している。また自国の文化や言語を普及させることで国際展開を積
極的にめざしている中国の孔子学院も２００７年にキャンパスを築いた。
［３‐１］ 導入効果が期待される分野
Second Lifeが大学の教育現場で導入されるようになった背景には、基盤
システムを使ってのイーラーニングが限界にきていることが大きな理由で
あると思われる。MoodleやBlackboardのようなLearningManagementSystem
により学生を参加させる場合、文章を読ませてその内容理解を問うよう
な、いわば普通教室でできることを単にパソコンで行わせているだけの活
動も見受けられる。これでは授業に参加したという臨場感を学生に感じさ
せることは難しい。アメリカで主流のオンラインだけの遠隔地教育ではな
おさらそうした傾向が強い。そこで、アバターと呼ばれる自らの化身とな
るキャラクターを仮想空間内に創り出し、アバターに喜怒哀楽の表情を持
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たせ、歩く、走る、あるいは飛ぶといった非現実的な動作まで可能にし、
世界中の人々との交流を通してまさに今、自分がその場にいるという感覚
を出そうとしたのが Second Lifeであり、より organic６であると見られてい
る。こうした動きは基盤システムと Second Lifeを対立的に存在させるので
はなく、共存させてよりよい基盤システムを構築しようとする from “SL vs
LMS” to “SL with LMS”の動きへと変化している。
対面授業に限らず、大学に併設される図書館の運営においても導入可能
である。カリフォルニアのサンタクララ大学の図書館は２００８年秋まで館内
工事のため利用することができなくなっている。新しく生まれ変わるきれ
いな図書館を Second Life内に開館し、館内ツアーを実施している。アイル
ランドのダブリン大学にあるジェームス・ジョイス図書館ではアイルラン
ド初の試みとして Second Life内に図書館を開館した。仮想空間内にあるパ
ソコンを利用して文献検索を行ったり、e-bookの形態で実際に貸し出し業
務も行っている。
リンデンラボ社では Second Lifeの教育現場への応用として３２種類のカテ
ゴリーを提示している。主なものとしてロールプレイやシミュレーション
を通じてのプレゼンテーションやパネルディスカッション、コンピュータ
プログラムや人工知能、クリエイティブライティング、建築物及び都市空
間デザイン、インテリアデザイン、写真、文化交流、言語習得、ビジネス、
不動産、こうした分野での技術や知識を学ぶことが可能である。さらに自
閉症の子どもや聾唖者へのサポートの場としても導入が実践されており、
メンタルケア分野での今後が期待される。
［３‐２］ 日本での実践
バーチャル・ヒューマンの研究をしている関西学院大学の Yuri Tijerino
氏は３０人の学生が参加できる教室を Second Life内に構築中である。アバ
ターを通して仮想空間内に建物を築いたり、共同作業を処理する過程で対
人関係を築いていけるようになることを目指している。大学内の教師を参
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加させたり、アメリカ、ヨーロッパからも外国人教師を同時に参加させ、
空間内の活動が活発になるように計画している７。
現在日本国内で最も進んでいると思われるのは大阪女学院大学短期大学
の Steve McCarty氏の実践である。氏は Second Lifeの仮想空間内に Podcast
と Skypeを取り入れて教材を配信し、学生にも Podcastによるレポートを提
出させている。Web1.0がWeb2.0に進化したようにモバイル学習もまた 1.0
から 2.0に進化していくべきと主張する同氏の実践は学生に大いに受け入
れられ、出席状況が良好であることが報告されている８。
注目されるのは高等学校での実践である。京都学園高校では姉妹校であ
るカリフォルニア州の公立高校と２００７年５月から Second Life内での授業を
開始している。国際 ICTコースに所属する３５人の生徒が Second Life内の
「パシフィック・リム島（環太平洋交流島）」での共同作業を通じて交流を
深めている。アメリカ人教師による情報科目では、英語と ICT技術を国際
交流を通じて学ぶことが重点目標になっていて、Second Lifeが日常的な基
盤システムとして活用されている９。高校段階からこうした実践を行って
いる学校があることは特筆に値する。
インターネット上で討論の場を提供しているWhat Japan Thinksが行った
アンケート１０によると、日本人英語学習者の３割が Second Life内での英語
学習に関心を寄せている結果が示されている。
［３‐３］ アメリカでの実践
英語字幕付きのハリウッド映画が異文化理解や語学学習の教材として日
本の大学で脚光を浴びるようになった１９８０年代後半に、educationと enter-
tainmentを合わせた edutainmentなる造語が生まれた。同じように Second
Life内にはeducationとnationとでEduNationなる教育活動に特化した地域が
建設され、大学、図書館、博物館、美術館、研究機関等が活動を行ってい
る。中でも２００近い教育機関で連合体を作っている The New Media Consor-
tium内では建物の作り方の指導から各大学の個別の授業の公開まで幅広い
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活動が行われている。
ハーバード大学法学部のCharlesNesson氏は自らの教室を立ち上げ、現実
界で実際に行う授業をリアルタイムで仮想空間内に配信し、仮想空間内で
ディスカッションをさせることにより、規定を満たした受講生には２単位
を与えている。筆者が調べた限りでは単位を与えているのは現在のところ
同氏の授業だけである。同大学ではボストンの街全体を仮想空間内に建設
しようとする大規模な企画にも取り組み中である。
コロンビア大学のTeachersCollegeではCharlesKinzer氏が２００６年から実践
しており、芸術、数学、言語の教科指導における可能性に言及している。
中でも言語教育においてはシミュレーションを通してコンテクストに合っ
た学習ができることをあげ、入学者の事前教育や入学後の共同作業として
活用している。今後仮想空間がより現実的になるにつれ、更なる可能性を
秘めていることを指摘している。
画期的だったのは２００５年８月にアメリカを襲ったハリケーンカトリーナ
により大被害を受けたニューオーリンズ大学で、校舎再建までの授業ので
きない期間を Second Lifeを通じて授業を行っていたことである。この他、
Ohio University Without Boundariesを合言葉に学生センター、学習セン
ター、芸術センターを建設し、社会人学生の獲得に市場を拡大しようとし
ているオハイオ大学、ペンシルバニア州立大学の Steve Thorne氏による大
学院応用言語学コースでの外国語習得と教育工学の関連に関する研究、
The National Oceanic and Atmospheric Administrationでの津波実験、NASA
での様々な宇宙実験に関するシミュレーション等、アメリカでの実践例は
驚くほどに豊富で、仮想空間内が国際会議や博士課程在籍者による研究発
表会の場として活用されたりもしている。
［３‐４］ 今後の課題
世界の著名な大学が注目している Second Lifeであるが、単なるゲームで
はないか、との批判がある。こうした批判に対し AntonacciとModaress
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（２００５）は「教育的なゲームにおいてその参加者は受け身的にじっとしてい
ることはできず、たえず解釈、分析、発見、評価、行動、問題解決を行っ
ている」ことを指摘し、単なる遊びとしてのゲームの域を超えていると述
べている。Foreman（２００４）はゲームの利点は即座に意思決定を求められる
ことにあるとし、自分の置かれた状況を瞬時に判断し、そこから次に何を
すべきかの意思決定をすることこそが学習活動に必須のことであり、それ
が普通教室での活動で欠けているために学生は飽きてしまうと述べてい
る。若者を Digital Nativesまたは Net Generationと称してゲームの教育効果
（Digital Game‐Based Learning）を検証している Eck（２００６）はピアジェの人
格形成理論に言及しながら、ゲームの有効性について触れている。とりわ
け注目すべきは、ある単元でのゲームの導入段階を学習前、学習中、学習
後に分けた場合、学習前の導入はゲームが先行オルガナイザーとして思考
回路の入り口を形成する機能を有していることへの言及である。国内では
東京大学、慶応大学、東京工業大学、デジタルハリウッド大学院等で Sec-
ondLifeの研究に取り組み始めている。東京大学の馬場章氏の研究室では詫
間電波高専との５年間の共同プロジェクトとしてオンラインゲームの教育
目的利用のための研究を２００５年に開始した。一般的にゲームにはマイナス
イメージがあるが、学習意欲を高め、コミュニケーション能力を高める効
果があると仮定し、教育ツールとしての利用価値を検証しようとするこの
プロジェクトはその結果が期待される。
Second Lifeへの批判として O’Donnell（２００６）は「現実からの逃避」を指
摘した。他にも似たような指摘が見受けられる。Graham Davies氏のブログ
には「Second Lifeはこの世で半分しかうまくやっていけない連中のたまり
場ではないのか」と見る痛烈な批判があり、Newsweek（２００７）でさえWhy
are millions of healthy people choosing to live their lives online？ という題名の
特集を組み、Second Life内で活動する住人がまるで不健康であるかのよう
な印象を与えている。
Aldrich（２００７）が指摘する「SecondLife内でいかにメンターを育成するの
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か」という問題、LaChapelle（２００７）が問う「Second Lifeは本当にオーセン
ティックなのか」という問題、究極的には Griffiths（２００７）の投げかける
「Second Lifeで言語学習ができるのか」という問題には今後の検証を待つこ
とになるが、筆者自らの Second Life内での体験によれば、これらの問題に
対して肯定的な見方をすることができる。
［４］ 仮想空間内における教師の役割
Second Lifeに代表される仮想空間内での学習環境が導入されるに従い、
教師の役割にも変化が求められている。Wake他（２００７）によれば教育機関
への ICT導入を国策として積極的に取り入れているノルウェーでは、従来
の伝統的教授法に依存している教師の間に戸惑いが生じている。その理由
は単にデジタル機器や学内の基盤システムへの不慣れさだけでなく、仮想
空間内でMentorとして、あるいはOrchestratorとしての役割を求められるよ
うになったからである。相手の顔が見えない分、対面授業以上のフィード
バックをMentorとして与える必要があり、仮想空間内に同時進行的に発生
している事象を総合的に把握することができる Orchestratorとしての役割
も必要になったと指摘している。
Graff（２００６）はオンライン授業を学習者が継続できなくなる最大の理由
として、学習者が孤立感を感じるようになることをあげている。また Bar-
rett他（２００７）は学習は社会的な営みにより得られるものであり、学習の強
化には、その学習が行われている集団への所属意識がなければならないと
している。学習者に学習環境への所属意識を与え、孤立感を感じさせない
ためにはMentorとしての役割の他に、PriceとOliver（２００７）が指摘する Fa-
cilitatorとしての役割が重要である。足場（scaffolding）を築き、仮想空間に
いかに適応すればよいのかをモデルとして示しながら学習者を導くのが
Facilitatorとしての役割である。
低次から高次へと学習者を導く Facilitatorの役割について、Vygotsky
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（１９７８）の提唱した Zone of Proximal Development（ZPrD）の存在が仮想空間
との関連で今ふたたび注目されている。日本語で最近接発達領域と訳され
るこの領域の下側に、現段階ですでに到達している発達領域（Zone of Ac-
tual Development:ZAD）があり、上側には最近接発達領域を経て到達するこ
ととなる高次な領域（Zone of Potential Development:ZPoD）が存在している。
仮に精神年齢を測定する試験でともに８歳と判定されたふたりの子供が
いたとして、教師の助けにより一方は９歳児と、他方は１２歳児と同等の課
題を解決することが可能になるかもしれない。そうした個に応じた指導が
できるのが ZPrDの領域であると Vygotskyは述べていて、教師の力量が試
される領域でもある。仮想空間での学習環境（Virtual Learning Community:
VLC）と ZPrDの関係を Ganと Zhu（２００７）は図３のようにまとめている。
この図は、今ある課題が何であるかを把握し（Sharing）、その課題を解
決するための話し合いを行い（Negotiation）、その話し合いの中で共通に理
解できた部分をまとめ（Co‐construction）、複数ある共通理解部分を統合す
る（Integration）ことによりひとつの知識が獲得されていくことを示してい
る。Facilitatorとしての教師の役割が重要になるのはとりわけ Negotiation
図３ ZPrDと知識の獲得の関係（p.２２０）
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と Co‐constructionにおいてである。それはこのふたつの過程が独白ではな
くまさに対話を必要とするからである。その対話の中で debating、argu-
ing、rebutting、defending、assessing、judgingが行われると Ganと Zhuは説
明している。ZADからZPrDを経てZPoDに達する過程はらせん構造になっ
ていて、ひとつの輪の終りが次に生じる新しい輪の始まりになるように機
能させることが教師に求められる。
おわりに
「月報私学」（２００７）によれば、全国に５８０大学ある私立大学のうち、昨
年、今年と連続して約４割の大学が定員割れの学科をかかえている。こう
した現状において大学経営の観点からは、在校生だけでなく卒業生、社会
人、定年退職者、NEET、フリーター、主婦、他大学の学生、留学生等にも
学生獲得の市場を拡大する必要が生じてくる。
２００１年の大学設置基準の緩和により、大学の卒業要件である１２４単位の
うち約半分にあたる６０単位を遠隔授業の形態で取得できるようになった。
極端な場合、通学制大学でもこの６０単位すべてをオンラインによるイー
ラーニングで配信し、単位を認定することが可能なのである。この６０単位
をどう活用するかで大学の特色を出すことが可能であり、菊地（２００７）で
紹介された携帯電話の活用以外でもモバイル学習を導入することで大学経
営の活路を見出すこともできる。
国内展開においては上述の対象以外に、大学入学前の高校生への基礎力
充実のためのコースを受講させることも考えられる。特に推薦入試で合格
した生徒は実際に大学に入学するまでに５ヶ月ほどの期間があり、大学へ
入学前指導を求める声が高等学校側から生じている。国際展開においては
留学中の自校の学生向けに授業を配信し、自校での単位取得を海外にいな
がら可能にし、その結果留学期間を２年間まで延長することもできる。文
部科学省の調査によれば、日本人大学生の留学先の８０％は欧米であるが、
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逆に日本への留学生の８６％はアジアからである。日本での留学を志すアジ
アの学生たちの日常の生活は決して楽とはいえない。そうした学生たちを
日本で４年間も拘束せず、２年間は本国でオンラインで受講させ、残りの
２年間を日本で学習させるようにすることもできる。その基盤システムと
して iTunesUや Second Lifeを活用できるのである。その方が現地に日本校
を建設したり、出張授業を繰り返すより経済的かつ効果的である。
こうした提案をより現実的にするには、イーラーニングでの授業の質が
単位を認定するに値するものでなければならない。また、それを第三者の
評価機関が認定する必要がある。日本の大学評価に関しては大学基準協
会、学位授与機構、日本高等教育評価機構等が現在の主な団体であるが、
これらの団体はオンラインに特化した評価項目を設定しておらず、現状で
は大学設置基準にある「対面授業と同じ効果があると大学が認めた場合」
に限り遠隔授業の単位認定ができることになっている。よってオンライン
でのイーラーニング授業の質の保証のための今後の法整備が求められる。
Hilton（２００６）が指摘するように、かつてグーテンベルグの時代には特定
の人物だけが出版を許可されていたが、今や誰もが出版社にも放送局にも
なれる時代である。モバイル学習の普及は、従来の「学校」の概念を変え、
伝統的教授法によって教室内で対面授業を行っている教師に対し「あなた
の授業はイーラーニングの授業よりも効果がありますか」と、その質を問
うているのである。究極的にそれは「あなたの授業は生き残れますか」と
いう厳しい問いかけでもあるのだ。
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Abstract
The Potential of iTunesU and Second Life
for Mobile Language Learning
Toshikazu KIKUCHI
As of April 2007, there are 580 on‐campus four‐year private universities in Ja-
pan. According to a recent report on universitymanagement, nearly a quarter of these
universities have lower student enrollments than the enrollment quota approved by
the Ministry of Education. The University Establishment Standards revised in 2001
enables on‐campus university students to obtain 60 out of the 124 credits required
to receive a bachelor’s degree through e‐learning. How each university makes use
of the 60 credits obtainable by e‐learning could be a unique and attractive feature
of a university in terms of student recruitment. The aim of this article is to shed light
on mobile language learning through iTunesU and Second Life as part of the 60 cred-
its, stressing the quality assurance of mobile learning in higher education in Japan.
The current situation of e‐learning in Japanese universities is overviewed in
Chapter 1 referring to the difference in evaluation toward e‐learning between chief
academic officers in Japan and in the United States. Educational use of podcast pro-
grams such as iTunesU is discussed in Chapter 2 and practical uses of Second Life
are introduced in Chapter 3. Teacher roles being increasingly influenced by the use
of digital tools and cyber space are argued inChapter 4with an emphasis of their roles
as facilitators.
The author stresses that language teachers in higher education in Japan develop
their teaching skills with Information and Communication Technologies to improve
the quality of education and concludes that Japanese universities should make use
of mobile learning in their school curriculum not only for on‐campus students but
also for prospective students in and outside the country.
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